
（様式１）

高度統計人材育成強化拠点形成事業　応募申請様式


※青字は指示書き・例示ですので、申請様式提出時に削除してください。
また、申請書の作成に当たって、本様式に示される表の行の高さは記述量に応じて
適宜変更することができます。

	中核機関名
総括責任者名
	※機関の長（学長、理事長等）が、総括責任者として申請を行ってください。

	協働機関名
（協力機関は除く）
	○○大学（大学院○○研究科）、△△大学（△△研究所）、□□大学（□□センター）・・・

	実施予定期間
	令和８年度～令和１２年度
※初年度は、取組の選定以降の実施となります。

	目標・計画の概要
	育成する統計エキスパート人材の人材像、育成人数の目標（統計エキスパート人材の人数及び本事業により育成された統計エキスパート人材が各機関において育成する人数）及び育成計画、コンソーシアムの取組計画、自律的な統計エキスパート人材育成エコシステムの実現構想等について記載してください。

※様式２の２．（１）（２）の記述内容との整合性を確保してください。

	取組の概要
	統計エキスパート人材育成に向けて、人材育成プログラム開発・運用や共同研究の指導・助言による研究力強化の取組等について、どのような取組を実施するのか記載してください。
また、中核機関と協働機関の役割、さらに協力機関の役割を踏まえたコンソーシアムの運用体制についても記載してください。

※様式２の２．（３）の記述内容との整合性を確保してください。



※本ページについては１枚に納めてください。また、採択された場合には、本ページ及び様式７の概要ポンチ絵を公表する予定としています。
※提出時は、PDF形式に変換し、e-radにより提出いただきますが、各様式に関しては、必要に応じて、エクセル形式やパワーポイント形式で作成することが可能です。特に数値を示す必要がある場合など、誤りの無いように入念な確認をお願いします。
※PDF変換後、ページ下部等に、全体を通じたページ番号を追記してください。
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（中核機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


○連絡先等


	
	中核機関の
総括責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	


	
	
	所属機関名
	
	

	
	
	役 職 名
	
	

	
	中核機関の実施責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	

	
	
	役 職 名
	
	

	
	中核機関の事務連絡
担当者
(当該担当者に審査結果等
すべての連絡をいたします)
	担当者名 (ふりがな)
	
	役職名
	
	

	
	
	所属組織･部署名
	
	

	
	
	 
 
 (当該担当者に審査結果等
 すべての連絡をいたします)
	 〒○○○－○○○○　○○県  ○市○○町○○－○○○－○
	

	
	
	
	 TEL.

	
	

	
	
	
	 E-mail:
	

	
	
中核機関における経理管理責任者

□

	責任者名 (ふりがな)
	
	役職名
	
	

	
	
	所属組織･部署名
	
	

	
	
中核機関の経理管理
担当者

□
	担当者名 (ふりがな)
	
	役職名
	
	

	
	
	所属組織･部署名
	
	

	
	
	
事　　務

	〒○○○－○○○○　○○県  ○市○○町○○－○○○－○
	

	
	
	
	TEL.
	
	

	
	
	
	E-mail:
	



※本連絡先等情報は、申請後に公開する場合があります。
なお、「中核機関における経理管理責任者」や「中核機関全体の経理管理担当者」に関する情報の公開は行いません。


（様式２）

取組内容・詳細

○中核機関群
・中核機関名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
・協働機関名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（実施予定期間：　令和８年度～令和１２年度）

以下の項目ごとに整理して記述してください。なお、枚数制限は設けませんが、簡潔かつ明瞭に記述してください。
※記述に当たっては、公募要領を参照し、審査等に必要な事項を含めてください。

１．事業実施体制
※事業の推進に当たっての中核機関群におけるマネジメント体制や意識決定プロセスを記載してください。形成するコンソーシアムにおける中核機関及び協働機関の役割分担や協力機関との連携協力関係等について記載してください。
※上記を踏まえた事業実施体制図は、様式３に示してください（コンソーシアム構想）。
※中核機関、協働機関の事業実施担当者一覧を、様式２の後に添付してください。一覧には、機関名、担当者氏名、役職、職場電話番号、職場メールアドレス等必要事項を記載してください。
※さらに、協力機関の一覧を添付してください。機関名を記載してください（現時点で参画が決定している機関は担当者名も記載、今後参画が想定される機関に関しては、担当者名等は不要。学部・学科やセンター等として参画する場合は、組織名称まで記載）。

２．目標・計画等及びそれらに基づく取組の内容
（１）目標の内容
※本事業の実施にあたり、目標の前提となる我が国の現状の分析と将来予測、育成する統計エキスパート人材の人材像及び育成人数等の目標について、具体的に記載してください。また、育成された統計エキスパート人材が各機関等において育成する人材（大学院生相当を想定）の目標人数、及び将来的な自律化を見据えた高度統計人材育成ネットワークの形成を踏まえた目指す統計エキスパート人材育成エコシステム像を記載してください。　
※本事業の活動・成果を図る指標等として、①１サイクル（1年）20～30人程度の育成（本事業での直接育成）、②事業期間終了後3年度を目安として、年間500人程度の統計エキスパート人材が安定的に輩出される環境の確立、を求めます。
※過去及び現在において関連する取組を実施している場合は、実績を踏まえつつ、さらにどのような取組を行うのか、記載してください。

（２）上記目標を達成するための計画等の内容
※本事業期間中の中核機関群における統計エキスパート人材の育成計画の内容（協働機関における役割を含む。また、大学等拠点モデルの構築に向けた計画を含む。）を記載してください。
※目標が達成可能なものであるかについて、実現可能性の観点から内容を記載してください（１年間で育成することが現実的に実現可能な計画であるか等）。
※シニア研究者等のリストを添付してください。リストには、シニア研究者等の氏名、役職、主たる研究実績、共同研究実績（主として統計学の活用に係るもの）を記載してください。これまで統計学研究者の育成実績があれば併せて記載してください。
※また、事業期間終了後５年間（令和13年度～令和17年度を想定）での計画の内容についても記載してください。この際、将来的な自律化を見据えた高度統計人材育成ネットワークの形成を踏まえた統計エキスパート人材育成エコシステムの構築に関する具体的な計画としてください。

（３）具体的な取組の内容
※様式４の記述内容との整合性を確保してください。
※記載に当たっては、以下の事項を含めてください。
　・人材育成プログラムの内容、共同研究への指導・助言等の内容及び具体的な取組方法
　・中核機関群において育成する統計エキスパート人材の質の保証に関する具体的な取組の内容
　・コンソーシアムの運営、活動に関する具体的な取組の内容
　・成果の普及、展開（コミュニティ拡大等含む）に関する具体的な取組の内容
　・大学等拠点モデルの構築等に向けた調査検討及び今後の具体的な取組の内容
・人材育成エコシステムの構築に向けた具体的な取組の内容
　・文部科学省等で実施している関連施策との連携に関する具体的な取組内容

３．事業期間終了後の取組
※本事業期間終了後、構築された人材育成エコシステムを自律化（定着・維持・発展）する具体的な取組内容（構想）について記載してください。

４．関連する過去の取組状況
・中核機関及び協働機関において、これまでに本事業で実施する取組に関連する取組を実施したことがあれば記載してください。その際、取組実績等が分かる資料を別途添付することが可能です。

５．人材育成計画
（単位：人）
	
	
	１年度目
（令和８年度）
	２年度目
（令和９年度）
	３年度目
（令和10年度）
	４年度目
（令和11年度）
	５年度目
（令和12年度）
	小計

	統計エキスパート人材育成人数(a)
※指標等　
1サイクル
20～30人/年
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	育成された統計エキスパート人材が育成する人数（大学院生等を想定）(b)
	△
	△
	△
	△
	△
	△

	計(a+b)
	◎
	◎
	◎
	◎
	◎
	◎


　

　（単位：人）
	
	６年度目
（令和13年度）
	７年度目
（令和14年度）
	８年度目
（令和15年度）
	９年度目
（令和16年度）
	10年度目
（令和17年度）
	合計
（10年間）

	統計エキスパート人材育成人数(a)

	
	
	
	
	
	○

	育成された統計エキスパート人材が育成する人数（大学院生等を想定）(b)
	△
	△
	△
	△
	△
	△

	計(a+b)
	◎
	◎
	◎
	◎
	◎
	◎



（注）育成された統計エキスパート人材が育成する人数は、前進事業「統計エキスパート人材育成プロジェクト」で育成された人数を含むものとする。


【人材育成計画の詳細に関する説明】
・本人材育成計画に関して、bの母数の考え方等、補足等を行う必要があれば、本ページ内に収まるように記載してください。




（様式３）
事業実施体制図

※事業の推進に当たっての中核機関群におけるマネジメント体制や意識決定プロセスを記載してください。形成するコンソーシアムにおける中核機関及び協働機関の役割分担や協力機関との連携協力関係等について示してください。

（様式４）
年次計画

（実施予定期間：　令和８年度～令和１２年度）

	取組内容
	１年度目
（令和８年度）
	２年度目
（令和９年度）
	３年度目
（令和10年度）
	４年度目
（令和11年度）
	５年度目
（令和12年度）

	（例）
○人材育成プログラム開発

○開発した人材育成プログラム等の実施による育成

○成果普及、展開

○大学等拠点モデルの検討

○大学等拠点モデルの実証、実装

○育成された統計エキスパート人材による育成の実施
	（１年間）
（半年間）
（3か月）


	（１年間）
（２年間）

	※いつ、どのような取組を実施するのかを記載してください。
※エクセル様式またはパワーポイント様式でも可

	
	

	統計エキスパート人材育成人数
	○
	○
	○
	○
	○

	育成された統計エキスパート人材が育成する人数（大学院生を想定）
	△
	△
	△
	△
	△



	取組内容
	６年度目
（令和13年度）
	７年度目
（令和14年度）
	８年度目
（令和15年度）
	９年度目
（令和16年度）
	10年度目
（令和17年度）

	（例）

○事業期間において育成された統計エキスパート人材による育成の実施


○大学等拠点における育成の実施







	

	※いつ、どのような取組を実施するのかを記載してください。
※事業期間終了後、大学等拠点での育成や、育成された統計エキスパート人材が所属する各機関等において、育成する計画の記載をお願いします。
※エクセル様式またはパワーポイント様式でも可

	
	
	

	育成された統計エキスパート人材が育成する人数（大学院生を想定）
	△
	△
	△
	△
	△





（中核機関名：　　　　　　　　　　　　　　）


（様式５）

協働機関における取組について

	協働機関名
	○○大学（大学院○○研究科）

	中核機関群での役割
	○○
（例）
・ｘｘ育成プログラムの開発（改良）担当
・医学、経済学、、、等の特定分野の育成
・関西地域の中核育成拠点　等

	役割に基づく、具体的な取組内容

	

	統計エキスパート人材育成エコシステムを構築・維持するために、協働機関において実施する取組内容
	



※１協働機関につき１枚の記載とし、１～２枚を上限として記載してください。













（様式６）

所要経費の見込額

（実施予定期間：　令和８年度～令和１２年度）

１．所要見込額（総括表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：（千円）
	年　度
	令和８年度
(１年度目)
	令和９年度
(２年度目)
	令和10年度
（３年度目）
	令和11年度
(４年度目)
	令和12年度
（５年度目）
	合計金額
（1～5年度目）

	直接経費
	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	
	
	

	
	事業実施費
	
	
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	



注）上記記載の金額は、あくまで計画であり、毎年度交付される補助金額を担保するものではありません。また、令和９年度以降の各年度の補助額は予算確保等の状況に応じて調整します。


※エクセル形式またはパワーポイント形式でも可




























２．令和８年度所要額の内訳　
 
	所要見込額

	経費の内容
	金額（円）
	積算内訳（円）

	直　接　経　費
	設備備品費

	
	記入例
【プログラム実施経費分】
〈設備費〉配信用サーバ一式○円
※設備備品の定義は、機関の規程等によるものとします。
※不動産及び不動産附帯設備の購入はできません（定義は機関の規程等によるものとします）。


	
	人件費

	
	※　記入例
【シニア研究者等雇用分】
・シニア研究者等雇用　○人×○円×○月＝○円
【人材育成プログラム開発にかかる人件費分】
・人材育成プログラム開発にかかる雇用　○人×○円×○月＝○円
【コンソーシアム運営用人件費分】
・コンソーシアム運営にかかる事務補佐員雇用　　
○人×○円×○時＝○円


	
	事業実施費
（消耗品費）
（諸謝金）
（国内旅費）
（外国旅費）
（外国人等
招へい旅費）
（雑役務費）
（会議開催費）
（通信運搬費）
（印刷製本費）
（借損料）
（研究開発
委託費）
（調査等
委託費）
（保険料）

	※エクセル形式またはパワーポイント形式でも可
※協働機関による直接執行分を区分する必要がある場合は、研究開発委託費または調査等委託費として計上すること（但し実施内容を簡潔に記載すること）。


	· 記入例
【人材育成プログラム開発経費分】
○○プログラム開発　一式　○○円
【プログラム実施経費分】
〈消耗品費〉消耗品一式　○円
〈雑役務費〉振込手数料　○円
〈借損料〉サーバ借料　○円×○ヶ月＝○円
〈研究開発委託費〉自律化調査のための経費　　○円

【コンソーシアム運営経費分】
〈消耗品費〉　消耗品一式　○円
〈通信運搬費〉インターネット利用料　○ヶ月×○円
〈借損料〉コンピュータ借料　○円×○ヶ月＝○円
〈雑役務費〉ＨＰ維持管理一式　○円
〈国内旅費〉コンソーシアム内運営委員会委員　
○人×○円（○○県）＝○円
〈諸謝金〉研修会講師　○人×○円＝○円
〈会議開催費〉飲食物等　○人×○円＝○円
※会議で供給する飲食物等は、各機関の規程等に従い必要最低限のものとします。ただし、アルコール類については、補助金からは支出できません。
〈印刷製本費〉研修会配付資料　○円×○○部＝○円


	間接経費（30%）
	
	

	合計金額
	
	


注）所要経費について、公募要領の別表を参考にして経費別に見込額を記入してください。
（中核機関名：　　　　　　　　　　　　　　）

（様式７）
概要図

○中核機関名　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（実施予定期間：　令和８年度～令和１２年度）


　※申請の概要を示す図を作成してください。（パワーポイント形式によること）
　※文部科学省のウェブページ等により公表される場合があることを前提に作成してください。
　

